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１．人口の現状分析
（１）人口動向分析

① 総人口の推移
本市の人口は、戦後大きく増加傾向を示したのち、昭和３０（１95５）年の７９，７２７

人をピークに令和２（20２０）年の４2,09１人まで一貫して減少しており、６５年間で３

７,６３６人（約４７％）減少している。また、各年度の５年前と比較した人口減少率は、昭

和５５（１９８０）年から平成７（１９９５）年にかけては約２％の減少で進行していたもの

の、平成１２（２０００）年から現在にかけては、５年間における人口減少率が上昇してお

り、加速度的に人口減少が進行している。

国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の「日本の地域別将来推

計人口（令和５年１２月推計）」によると、令和３２（20５０）年には１９，５５２人まで減少

すると推計されている。

■図表１ 総人口の推移

出典：国勢調査

■図表２ 各年における５年前と比較した人口減少率の推移

出典：国勢調査

※令和７年以降は、

社人研の推計値
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② ４地域別人口の推移
４地域とも一貫して増加を続けてきたが、昭和２５（195０）年に雄勝地域（旧雄勝

町）の人口が１7,25５人、昭和３０（195５）年に湯沢地域（旧湯沢市）が４１，５９６人、

稲川地域（稲川町）が１６，２３２人、昭和３５（196０）年に皆瀬地域（旧皆瀬村）が５，

４５６人とピークを迎え、その後は減少が続いている。

また、平成２２（２０１０）年から令和２（２０２０）年までの１０年間では、湯沢地域で１

４．８％、稲川地域で１９．４％、雄勝地域で２２．２％、皆瀬地域が２３．４％の減少率とな

っており、皆瀬地域の減少率が最も高くなっている。減少率は、平成１２年から平成２２

年までの１０年間よりも全ての地域で上昇している。

■図表３ ４地域別の人口推移

出典：国勢調査

■図表４ （参考）１０年ごとの人口減少率

年

地域
H１２

（２０００）

H２２
（２０１０）

R２
（２０２０）

H１２（200０）から

H２２（20１０）の

減少率

H２２（20１０）から

R２（20２０）の

減少率

湯沢地域 34,963 31,004 26,425 11.3% 14.8%

稲川地域 10,845 9,289 7,485 14.3% 19.4%

雄勝地域 9,656 7,947 6,183 17.7% 22.2%

皆瀬地域 3,040 2,609 1,998 14.2% 23.4%

出典：国勢調査
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③ 小地域別人口の推移
国勢調査における小地域集計から大字別人口の増減率をみると、平成２２（２０１０）

年から令和２（20２０）年において、人口が増加した地域は７地域ある一方で、人口が

２０％以上減少した地域が２４地域ある。

人口が増加した地域があるのは湯沢地域のみとなっている。他方、人口が大きく減

少した地域は本市中心部から離れた地域のみならず、中心市街地にも分布している。

■図表５ 大字別「小地域」人口の増減率が高い地域

地域名 H2２年（２０１０）（人） R２年（２０２０）（人） 増減率（％）

成沢 403 485 20.3

南台 135 154 14.1

字両神 565 601 6.4

字大島町 601 639 6.3

元清水 544 564 3.7

出典：国勢調査

■図表６ 大字別「小地域」人口の増減率が低い地域

地域名 H2２年（２０１０）（人） R２年（２０２０）（人） 増減率（％）

字新町 95 60 -43.2

桑崎 712 476 -40.4

相川 893 771 -35.5

宇留院内 217 186 -30.0

高松 910 769 -29.1

出典：国勢調査
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■図表７ 大字別「小地域」人口の推移と増減率

H22
（２０１０）

H27
（２０１５）

R2
（２０２０）

増減率
（H22→R2）

H22
（２０１０）

H27
（２０１５）

R2
（２０２０）

増減率
（H22→

R2）

大工町 412 359 337 -18.2% 森 561 483 466 -16.9%

湯ノ原 518 464 394 -23.9% 角間 385 339 309 -19.7%

佐竹町 319 281 258 -19.1% 二井田 426 404 382 -10.3%

裏門 373 338 308 -17.4% 八幡 474 433 403 -15.0%

岩崎 1,630 1,628 1,483 -9.0% 金谷 215 201 164 -23.7%

成沢 403 501 485 20.3% 字新町 95 60 54 -43.2%

杉沢 1,295 1,219 1,221 -5.7% 愛宕町 1,532 1,475 1,375 -10.2%

杉沢新所 529 503 448 -15.3% 関口 1,315 1,193 1,003 -23.7%

字山谷 326 295 271 -16.9% 下関 289 254 209 -27.7%

表町 689 607 555 -19.4% 上関 637 561 511 -19.8%

柳町 230 169 176 -23.5% 酒蒔 191 174 143 -25.1%

北荒町 108 86 84 -22.2% 相川 893 771 576 -35.5%

大町 142 130 110 -22.5% 宇留院内 217 186 152 -30.0%

西新町 501 446 444 -11.4% 高松 910 769 645 -29.1%

材木町 200 185 159 -20.5% 深掘 902 791 703 -22.1%

字内舘町 147 133 122 -17.0% 山田 2,565 2,351 2,052 -20.0%

古館町 198 167 163 -17.7% 石塚 204 186 165 -19.1%

前森 969 872 744 -23.2% 松岡 963 873 766 -20.5%

桜通り 152 155 132 -13.2% 西愛宕町 299 274 267 -10.7%

田町 513 469 413 -19.5% 若葉町 497 500 475 -4.4%

千石町 760 719 596 -21.6% 南台 135 148 154 14.1%

御囲地町 158 145 142 -10.1% 駒形町 2,258 2,060 1,827 -19.1%

吹張 179 162 173 -3.4% 川連町 3,233 2,899 2,660 -17.7%

内町 220 198 169 -23.2% 三梨町 2,078 1,868 1,677 -19.3%

字荒町 90 100 82 -8.9% 稲庭町 1,720 1,547 1,321 -23.2%

字両神 565 626 601 6.4% 下院内 839 729 625 -25.5%

元清水 544 594 564 3.7% 上院内 928 828 703 -24.2%

清水町 1,870 1,778 1,654 -11.6% 横堀 1,386 1,226 1,093 -21.1%

字中野 749 750 760 1.5% 寺沢 302 274 251 -16.9%

幸町 31 34 28 -9.7% 秋ノ宮 1,984 1,674 1,422 -28.3%

岡田町 536 543 545 1.7% 小野 1,796 1,644 1,542 -14.1%

柳田 430 388 352 -18.1% 桑崎 712 476 424 -40.4%

倉内 912 964 875 -4.1% 皆瀬 2,609 2,325 1,998 -23.4%

字大島町 601 652 639 6.3% 出典：国勢調査
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■図表８ ５００ｍメッシュ別の人口減少率

  ※平成２２（２０１０）年から令和２（２０２０）年の１０年間での人口減少率を表示

稲川地域

雄勝地域

湯沢地域

皆瀬地域

出典：国勢調査
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④ 年齢４区分別人口※の推移
年少人口は一貫して減少しており、生産年齢人口は、一時的に微増が見られるもの

の、昭和３０（１95５）年以降ほぼ減少が続いており、特に昭和５５（１９８０）年以降は

急速に減少している。

一方、前期高齢者人口は、昭和３０（１９５５）年以降増加しており、平成１２（２０００）

年には年少人口を上回っている。後期高齢者人口は近年増加が大きく、平成１７（２００

５）年には年少人口と前期高齢者人口を上回っている。社人研の推計では、後期高齢

者人口は、令和３２年（２０５０）年には生産年齢人口も上回ると推計されている。

また、総人口にしめる老年人口（前期高齢者人口＋後期高齢者人口）の割合である

高齢化率は、昭和３０（１９５５）年以降増加が続いており、令和２（20２０）年時点で４

０．３％となった。社人研の推計では令和３２（２０５０）年には５９．７％になり、うち約３分

の２を後期高齢者が占めるものと推計されている。

■図表９ 年齢４区分別人口及び人口割合の推移

出典：国勢調査＋社人研推計

※令和７年以降は、

社人研の推計値

※年齢区分について

年少人口（０～1４歳）、生産年齢人口（１５～６４歳）前期高齢者人口（６５～７４歳）、後

期高齢者人口（７５歳以上）と定義。また、本ビジョンにおいては、より正確な人口動向等を

把握するために、老年人口（６５歳以上）の中でも、さらに前期高齢者人口（６５～7４歳）と

後期高齢者人口（７５歳以上）に細分化し、分析を行っている。
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⑤ 若年女性人口の推移
令和６（２０２４）年４月に人口戦略会議は、令和２年（20２０年）から令和３２（２０５

０）年における若年女性（20～39 歳）人口の減少率が５０％を超える全国７４４自治体

を「消滅可能性自治体」にあたると発表した。

本市の若年女性人口は、令和２（20２０）年の２，６３９人に対して、社人研による令

和３２（２０５０）年の推計値が７３５人となっており、減少率が７２．１％であることから、

「消滅可能性自治体」に該当している。

■図表１０ 若年女性人口の推移

出典：国勢調査＋社人研推計

※令和７年以降は、

社人研の推計値
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⑥ 婚姻数と婚姻率の推移
婚姻数及び婚姻率ともに、減少が続いている。婚姻数は平成２５（２０１３）年から令

和４（２０２２）年の間に約 43%減少している。また、婚姻率は平成２５（２０１３）年から

令和４（２０２２）年の間に約２９％減少し、この期間一貫して秋田県全体を下回る状況

が続いている。

■図表１１ 婚姻数と婚姻率の推移

出典：秋田県衛生統計年鑑

※婚姻率について

婚姻率は、人口１,00０人に対する婚姻件数の割合。

■図表１２ 【参考】秋田県の婚姻数と婚姻率の推移

出典：秋田県衛生統計年鑑    
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⑦ 有配偶率の推移
男性の有配偶率について、昭和６０（1985）年と令和２（20２０）年を比較すると、２

０～２４歳で若干の上昇がみられるが、他のすべての年代で低下している。２５～２９歳

では３４．１％から２０．６％と１３．５ポイント、３０～３４歳では７１．２％から３７．９％と３３．

４ポイント、35～39 歳では 86.1％から４８．７％と３７．４ポイント下落しており、年齢が

高くなるほど、減少幅が大きくなっている傾向にある。

女性の有配偶率について、昭和６０（１９８５）年と令和２（２０２０）年を比較すると、す

べての年代で低下している。特に、25～29 歳では、昭和６０（1985）年に 69.3％で

あったが、令和２（20２０）年には２８．９％まで低下している。

有配偶率の低下は全国的な傾向であり、少子化の一因といわれている。

■図表１３ 有配偶率の推移（男性）

出典：国勢調査

■図表１４ 有配偶率の推移（女性）

出典：国勢調査
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⑧ 合計特殊出生率の推移と県内他市との比較
１人の女性が一生に産む子どもの平均数である合計特殊出生率の推移をみると、

平成２８（２０１６）年の１.2１から令和５（２０２３）年の０.9５へと０.2６減少しており、こ

の期間一貫して秋田県全体の値を下回っている。

また、平成３０（２０１８）年から令和４（２０２２）年までの５年間の合計特殊出生率

（ベイズ推定値※）について県内他市と比較すると、本市は１１番目に位置している。人

口規模が長期的に維持される水準（＝人口置換水準といい、現在は２.07）を大きく下

回っている。

■図表１５ 合計特殊出生率の推移

出典：秋田県人口動態統計＋湯沢市資料（子ども未来課調べ）

■図表１６ ベイズ推定値による合計特殊出生率（H３０（２０１８）～R4（２０２２））の

県内他市との比較

出典：厚生労働省人口動態保健所・市区町村統計

※ベイズ推定値について

市区町村単位では、出生数などの標本数が少なく、偶然変動の影響を受けて数値が

不安定な動きを示すことから、ベイズ統計による推定の適用を行って算出している。
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⑨ 出生数の推移
出生数は年々減少傾向にあり、平成２６（２０１４）年は２６９人だったが、令和５（２０２

３）年は１１９人まで減少している。

地域別にみると、全ての地域で減少しており、最も減少率が大きい雄勝地域では

60.9％減少している。

■図表１７ 出生数の推移

出典：湯沢市資料（子ども未来課調べ）

     ※湯沢市資料を出典とする出生数には外国籍の子どもを含む。以下同じ。
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⑩ 母の年齢別出生数及び出生割合の推移
母の年齢別出生数は、全ての年齢層で減少している。

母の年齢別出生割合において、２５～２９歳の年齢層は平成２６（２０１４）年に約２７.

９％を占めていたが、令和５（２０２３）年は２1.0％となっており、６．９ポイント減少してい

る。一方で、３５～３９歳の年齢層は、平成２６（２０１４）年の２0.8％から令和５（２０２３）

年は３3.6％となっており、１2.８ポイント増加している。

■図表１８ 出生数及び母の年齢別出生数の推移

出典：湯沢市資料（子ども未来課調べ）

■図表１９ 母の年齢別出生割合の推移

出典：湯沢市資料（子ども未来課調べ）
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⑪ 有配偶出生率※の推移
令和２（２０２０）年における有配偶出生率は５６.８となっており、国や県全体の有配

偶出生率を下回っている。また、平成７（１９９５）年以降、ほぼ全ての期間において国や

県全体の有配偶出生率を下回る状況が続いている。

平成７（１９９５）年から令和２（２０２０）年にかけて、６.８ポイント減少しており、期間

全体を通して見た場合、有配偶出生率は減少傾向にあるといえる。

■図表２０ 有配偶出生率の推移の比較

出典：国勢調査＋厚生労働省人口動態統計（確定数）より作成

■図表２１ 県内他市と比較した有配偶出生率の推移

出典：国勢調査＋厚生労働省人口動態統計（確定数）より作成

※有配偶出生率について

有配偶女子人口１，０００人当たりの出生数を示した数値をここでは“有配偶出生率”と

している。

我が国においては、嫡出子（婚姻関係にある夫婦から出生した子）が出生数のほとんど

を占めることから、有配偶女子人口を分母とした有配偶出生率は、実質的に子どもを産む

ことができる状態にある女性の出産状況を示す指標として有用であると考えられる。



14

⑫ 第１子出生時の母の平均年齢の推移
第１子出生時の母の平均年齢は、年によって増減はあるものの、ほぼ横ばいで推移

しており、平成２６（２０１４）年から大きな変化は見られない。

■図表２２ 第１子出生時の平均年齢の推移

出典：湯沢市資料（子ども未来課調べ）
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⑬ 出生順位別の出生割合の推移
出生順位別の出生割合は、平成２６（２０１４）年から令和５（２０２３）年にかけてほぼ

横ばいで推移しており、多くの年で第１子の割合が最も高くなっている。

また、国や県全体と比較すると、第３子以降の出生割合が高くなっている点が特徴と

して挙げられる。

■図表２３ 出生順位別出生割合の推移

出典：湯沢市資料（子ども未来課調べ）

■図表２４ 第３子以降の出生割合の比較

出典：厚生労働省人口動態調査＋秋田県衛生統計年鑑＋湯沢市資料（子ども未来課調べ）より作成

※秋田県については、令和５年の出生順位別出生数が未公表。
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⑭ 社会増減（転入者数と転出者数）の推移
平成７（１９９５）年からの推移を見ると、転入者数、転出者数とも減少傾向にあるが、

一貫して転出者数が転入者数を上回る社会減が続いている。

■図表２５ 社会増減の推移

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」
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⑮ 自然増減・社会増減の推移
⑬及び⑭で述べたとおり、平成 7 年（1995 年）から一貫して、社会減と自然減の

状態が続いている。

平成 7 年（1995 年）は年間約 200 人の人口減少だったが、市町村合併が行わ

れた平成 17 年（2005 年）には年間約 700 人を超える人口減少となり、近年は年

間 900 人前後の人口減少となっている。

  また、以前は社会減の方が多かったが、出生数の減少と死亡数の増加に伴い自然

減の方が多くなり、近年は人口減少全体の約７割を自然減が占めている。

■図表２６ 自然増減・社会増減の推移

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」
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（２）人口移動分析

① 年齢階級別の人口移動の状況
「１５～１９歳が２０～2４歳」になる５年間と「１０～１４歳が１５～１９歳」になる５年間

が転出超過数に占める割合が高くなっており、学卒者の進学や就職等による転出が

要因と考えられる。

一方、「20～2４歳が 25～2９歳」になる５年間が転入超過に占める割合が高くなっ

ており、大学等を卒業後に一旦市外に就職した後、地元に戻る人が多いと予想される

が、その割合も減少傾向にあることから、転入超過が少なくなっている。

■図表２７ 年齢階級別人口移動の推移

出典：国勢調査
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② 男女別・年齢階級別人口移動の状況
平成２７（２０１５）年から令和２（20２0）年の５年間の人口移動をみると、若年層で

は男女とも同じ傾向がみられるが、一方で６０歳以上では、男女間の転出・転入超過で

違いがみられる。

平成２２（２０１０）年から平成２７（２０１５）年の 5 年間の人口移動からは、転出も転

入も縮小している傾向にあるが、総人口が減少している状況を踏まえると、同様の傾向

が継続していると推測できる。

■図表２８ 男女別・年齢階級別人口移動の状況

出典：国勢調査

※グラフの見方について

各年齢階級の５年後の人口増減を表しており、例えば「15～19 歳→20～24 歳」の

区分は、平成２７（20１５）年の「15～19 歳」の人口と令和２（20２０）年の「20～24

歳」の人口を比較したもの。
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③ 地域別人口移動の状況
令和２（２０２０）年から５年前の人口移動をみると、近隣市町村では、東成瀬村から

１２人、羽後町から５１人の転入超過となっており、横手市へ１５８人の転出超過となっ

ている。また、秋田市へ２１９人の転出超過となっており、県内全体では 312 人の転出

超過となっている。

秋田県外では、秋田県を除く東北地方へ４７９人の転出超過、関東地方（東京都、埼

玉県、千葉県、神奈川県、群馬県、栃木県、茨城県）へ２３３人の転出超過となっており、

関東地方に比べて県内や東北地方への転出による社会減の割合が高くなっている。

■図表２９ 地域別人口移動状況（令和２（２０２０）年時点での５年前の居住地）

出典：国勢調査

※グラフの見方について

「転入」は、５年前に湯沢市外に居住していた人が、その当時（５年前に）、“どこに”居

住していたかを示している。

「転出」は、５年前に湯沢市に居住していた人が、現在、“どこで”居住しているかを示

している。
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④ 男女別・年齢階級別の地域別人口移動状況
男女別の人口移動をみると、由利本荘市や山形県、青森県・福島県への流出は男

性が多く、横手市や秋田市、岩手県、宮城県、東京都への流出は女性が多くなってい

る。

年齢階級別の人口移動をみると、秋田県を除く東北地方と関東地方への流出の大

部分が１５～２４歳の若年層に集中しているのに対し、秋田県内については２５歳以降

の年齢層も流出している。

■図表３０ 男女別の地域別移動人口

出典：国勢調査
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■図表３１ 年齢階級別の地域別移動人口

出典：国勢調査
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（３）就労・雇用に関する分析

① 労働力率※の推移
本市の労働力率は、全国や秋田県と同様に平成２（１９９０）年以降、減少している

が、近年はやや増加傾向にある。平成２２（２０１０）年は、秋田県を上回るなど、近年は

秋田県の水準と近い労働力率で推移している。

■図表３２ 労働力率の推移

出典：国勢調査

■図表３３ 性別・年齢階級別労働力率（令和２（２０２０）年）

※労働力率について

15 歳以上の人口に占める労働力人口の割合。女性の労働力率は、結婚・出産期に当

たる年代に一旦低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇するという「M 字カーブ」を

描くことが知られている。



24

② 就業上の地位の推移
就業上の地位の推移みると、正規の職員・従業員の割合が増加傾向にあり、派遣社

員の割合は減少傾向にある。その他の職業上の地位の実数は減少傾向にあるが、割

合はほぼ横ばいで推移している。

男女別の就業上地位をみると、正規の職員・従業員の割合が男性では平成２２

（201５）年から令和２（２０２０）年にかけて３.３％増加しているのに対し、女性では５.

８%増加している。特に女性では、正規の職員・従業員以外のすべての地位において、

実数は減少しているものの、割合も減少していることから、正規の職員・従業員としての

雇用が積極的に進められていると推測できる。

■図表３４ 就業上の地位の推移

出典：国勢調査

■図表３５ 男女別就業上地位の推移

【男性】

出典：国勢調査

【女性】

出典：国勢調査



25

③ 産業分類別就業者数の推移
産業別就業者数は、全ての産業において減少している。職業別就業者数は、第１次

産業では農業が多く、第２次産業では製造業、第３次産業では医療・福祉が多くなって

いる。

■図表３６ 産業別就業者数の推移

出典：国勢調査

■図表３７ 職業別就業者数（令和２（２０２０）年）

出典：国勢調査
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■図表３８ 【参考】職業別就業者数の推移

出典：国勢調査
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④ 課税対象所得（納税義務者１人当たり）の推移
納税義務者１人当たり課税対象所得は、平成２６（2014）年度から令和２（２０２０）

年度まではほぼ横ばいで推移していたが、令和３（２０２１）年度以降は増加傾向にあ

る。

  もっとも、令和５（２０２３）年度の納税義務者１人当たり課税対象所得は２,56２千円

と、県全体（2,84５千円）よりも低い状況であり、県内１３市中１２番目に位置している。

■図表３９ 納税義務者と１人当たり課税対象所得の推移

出典：総務省市町村税課税状況等の調

■図表４０ 1 人当たり課税対象所得（R５年度）の県内他市との比較

出典：総務省市町村税課税状況等の調
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（４）将来人口の推計と分析

① 国による将来人口の推計
国から提供された推計ツールを用いて、社人研推計の最終的な推計結果と整合的

な、将来の生残率、純移動率、子ども女性比及び 0-4 歳性比の各指標を利用したコ

ーホート要因法によるによる長期的な人口推計（以下、「基準推計」という。）を行った。  

その結果、令和３２（20５０）年の人口は１９,５５３人と、令和２（2020）年の約４６％

まで減少すると試算される。

■図表４１ 基準推計（社人研推計準拠）による人口推計
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■図表４２ 基準推計（社人研推計準拠）の人口ピラミッドの推移
【令和 12（2030）年】

【令和３2（20５0）年】

【令和２2（20４0）年】

＜男性＞                               ＜女性＞

＜男性＞                               ＜女性＞

＜男性＞                               ＜女性＞

１０年後

１０年後
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② 人口減少段階の分析
人口減少は、下記の３つの段階を経て進行するとされている。

段階 状態

第１段階
老年人口（６５歳以上人口）が増加し、生産年齢人口（１５-６４歳人

口）及び年少人口（０-１４歳人口）が減少する段階

第２段階
老年人口が維持・微減（減少率０％以上１0％未満）し、生産年齢人

口及び年少人口が減少する段階

第３段階
老年人口、生産年齢人口及び年少人口が減少する、人口減少の最

終段階

そこで、前述の“①国による将来人口の推計”について、年齢３区分別に令和２（２０

２０）年の人口を１００とした場合を見ると、老年人口は令和７（２０２５）年に９９に減少

し、令和１７（２０３５）年には８９まで減少する。また、年少人口と生産年齢人口は、一貫

して減少していく。

よって、本市の場合、すでに人口減少の３段階のうち、“第２段階”に突入しており、令

和１７（２０３５）年には、人口減少の最終段階である“第３段階”に入ると推測される。

■図表４３ 基準推計（社人研推計準拠）における令和２（２０２０）年の人口を１００

とした場合の年齢３区分別将来人口の推移
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（５）将来人口に及ぼす自然増減と社会増減の影響度の分析

① 自然増減及び社会増減の影響度の分析
人口変動は、死亡を別にすると、出生と移動によって規定されるが、その影響度は自

治体によって異なる。例えば、すでに高齢化が著しい自治体では、出生率が上昇しても

出生数に大きな影響は想定されず、また、若年者が多く出生率が低い自治体では、出

生率の上昇は大きな影響をもたらすことが想定される。

このため、将来人口の推計における基準推計（社人研推計準拠）をベースに、以下

の２つのシミュレーションを行い、本市の将来人口に及ぼす自然増減と社会増減の影

響度を分析した。

●シミュレーション１：合計特殊出生率が令和３２（２０５０）年に、２.０７（人口置換水

準※の近似値）まで上昇した場合の人口

●シミュレーション２：合計特殊出生率が令和３２（２０５０）年に 2.０７まで上昇し、か

つ移動（純移動率）がゼロ（均衡）で推移した場合の人口

■図表４４ シミュレーションにおける仮定値

区分 出生に関する仮定 移動に関する仮定

基準推計

社人研推計と整合的な、将来の

生残率、子ども女性比及び０-4

歳性比の各指標を利用

原則として、平成２７（201５）年

～令和２（20２０）年の国勢調査

等に基づいて算出された移動率

が、令和３２（20５0）年以降継

続すると仮定。

シミュレーション１

基準推計（社人研推計準拠）を

ベースにしつつ、合計特殊出生

率が令和３２（20５０）年までに

２.０７に、段階的に上昇すると仮

定した場合

基準推計と同じ

シミュレーション２ シミュレーション１と同じ

シミュレーション１の合計特殊出

生率の推移に加えて、移動（純

移動率）がゼロ（均衡）で推移

すると仮定した場合

※人口置換水準について

人口置換水準とは、人口移動をゼロとした場合に人口が増加も減少もしない均衡した

状態になるための合計特殊出生率のこと。現在（令和４（２０２２）年時点）は“２.０７”程度

とされている。
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② 影響度の分析結果
基準推計（社人研推計準拠）とシミュレーション１、シミュレーション２の推計値から、

将来人口における自然増減（出生・死亡）と社会増減（移動人口）の令和３２（20５0）

年における影響度を計算した。

その結果、本市では将来人口における自然増減の影響度は「２」、社会増減の影響

度は「４」となり、社会増減が将来人口に与える影響が大きいといえる。

本市における社会減は、進学や就職を理由に若い世代が転出する状況や、一度Ｕタ

ーンしても再度市外に転出する状況などが主な要因となっているものと推察されること

から、若い世代の流出防止に力を入れていく必要性が高いことを意味している。

■図表４５ 影響度を分析するシミュレーション結果

■図表４６ 自然増減及び社会増減の影響度

分類 計算方法 影響度

自然増減

の影響度

シミュレーション１の令和３２（２０５０）年の総人口＝２０,０７７（人）

基準推計による推計の令和３２（２０５０）年の総人口＝１９,５５３（人）

⇒２０,０７７（人）/１９,５５３（人）＝10２.７%

２

社会増減

の影響度

シミュレーション２の令和３２（２０５０）年の総人口＝２５,３６０（人）

シミュレーション１の令和３２（２０５０）年の総人口＝２０,０７７（人）

⇒２５,３６０（人）/２０,０７７（人）＝１２６.３%

４
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※自然増減及び社会増減の影響度の分析について

【基準推計とシミュレーション１を比較することで分かること】

シミュレーション１は人口移動に関する仮定をパターン１と同じにして、出生に関する仮定

のみを変えているものであり、令和３２（２０５０）年の総人口を「シミュレーション１÷パターン

１」で得られる数値は、仮に出生率が２.１まで上昇した場合に、３０年後の人口がどの程度

増加したものとなるかを表している。その値が大きいほど、出生の影響度が大きい（＝現在

の出生率が低い）ことを表している。転入は、５年前に湯沢市外に居住していた人が、その

当時、どこで居住していたかを示している。

【シミュレーション１とシミュレーション２を比較することで分かること】

シミュレーション２は、出生の仮定をシミュレーション１と同じにして、人口移動に関する仮

定のみを変えているものであり、「シミュレーション２÷シミュレーション１」で得られる数値は、

仮に人口移動が均衡した場合に、３０年後の人口がどの程度増加（または減少）したものと

なるかを表しており、その値が大きいほど、人口移動の影響度が大きい（＝現在の転出超過

が大きい）ことを表している。

【自然増減の影響度】

自然増減の影響度＝シミューション１の総人口/社人研推計準拠の総人口の数値に応じ

て、以下の５段階に整理

影響度 シミュレーション１/基準推計の値

１ １００％未満

２ １００～１０５％未満

３ １０５％～１１０％未満

４ １１０％～１１５％未満

５ １１５％以上

【社会増減の影響度】

社会増減の影響度＝シミューション２の総人口/シミューション１の総人口の数値に応じ

て、以下の５段階に整理

影響度 シミュレーション２/シミュレーション１

１ １００％未満

２ １００～１１０％未満

３ １１０％～１２０％未満

４ １２０％～１３０％未満

５ １３０％以上
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２．人口の将来展望
（１）将来推計と展望の期間

本市の人口は、今後も減少が続くことが予測される中、地方創生に関する国、県の取

り組みや市民等の意識等を勘案しつつ、湯沢市総合戦略（以下、「総合戦略」という。）

に基づき、本市独自の人口減少対策を講じることを念頭に将来推計を行った。

将来推計では、人口の変動は出生と移動の影響を大きく受けるため、出生については

合計特殊出生率、移動については純移動率を変動要素とした複数のパターンで推計

し、比較した。

また、目指すべき将来人口については、平成２７（２０１５）年に策定した湯沢市人口ビ

ジョン（平成 27 年１２月策定、以下「改訂前人口ビジョン」という。）において、令和２２

（２０４０）年時点の人口を目標に定めていたことから、目標とする年を１０年後ろ倒しし、

令和３２（２０５０）年時点の人口目標と定めた。また、将来展望の期間についても、改訂

前人口ビジョンから１０年延長し、令和５２（2070）年までの推計を行った。

① 推計パターンの設定
本市の現状やこれまでの分析結果等を踏まえ、合計特殊出生率（自然動態の出生

に関する仮定）と純移動率（社会動態に関する仮定）について、それぞれに仮定値を設

定し、複数のパターンで将来人口のシミュレーションを行い比較した。

■図表４７ 推計パターンとその仮定値の設定条件
パターン 自然増減 社会増減

パターン①

（社人研準拠）

▶社人研による推計と整合的な合計特

殊出生率を設定

▶社人研による推計と整合的な純移動

率を設定

パターン②

（秋田県人口ビ

ジョン類似）

▶令和２２（２０４０）年に国民の希望出

生率である１.８を達成し、その後、人口

置換水準２.０７を達成し、令和３７（２０

５５）年頃まで推移し、以降一定と仮定
※令和７（２０２５）年までは社人研推計に準拠

▶令和７（２０２５）年以降、転入・転出の

均衡に向けて定率で社会減が抑制さ

れ、令和２２（２０４０）年以降は転入・

転出が均衡すると仮定
※令和７（２０２５）年までは社人研推計に準拠

パターン③

（改訂前人口ビ

ジョン準拠）

▶令和１２（２０３０）年に合計特殊出生

率１.８３を達成し、令和２２（２０４０）年

に２.０７まで推移し、以降一定と仮定

パターン④

（独自推計）

▶令和３２（２０５０）年まで合計特殊出

生率が過去の実績値に段階的に回復

していくと仮定

▶令和３２（２０５０）年以降は、令和２２

（２０４０）年～令和３２（２０５０）年の回

復傾向が継続すると仮定
※令和７（２０２５）年までは社人研推計に準拠

※次頁に考え方の詳細を記載

▶年齢層ごとに、移動の考え方を設定

▶特に１５～２４歳の年齢層は、令和１２

（２０３０）年までの短期的な考え方、そ

れ以降の中長期的な考え方に基づき、

純移動率を設定
※令和７（２０２５）年までは社人研推計に準拠

※次頁に考え方の詳細を記載
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■推計パターン④の詳細な考え方

  ▶図表 4８ 合計特殊出生率（自然動態）に関する考え方

年
R7

（２０２５）

R12

（2030）

R1７

（２０３５）

R２２

（２０４０）

R２７

（20４５）

R３２

（２０５０）

R４２

（２０６０）

R５２

（２０７０）

考え方 結婚・子育て・ライフスタイル等の施策の継続的な実施の効果による段階的な上昇

合計特殊

出生率
１．１５ １．１７ 1.２５５ １．３２ １．３８ １．４４ １．５６ １．６８

実績値
H30～R４の実績値

である１.１７まで回復

H25～H2９の実績値

である１.３２まで回復

H20～H2４の実績値

である１.４４まで回復

2040 年～2050 年

の回復傾向を維持

※実績値は、いずれもベイズ推定値

▶図表 4９ 純移動率（社会動態）に関する考え方
年

年代

R7

（２０２５）

R12

（2030）

R1７

（２０３５）

R２２

（２０４０）

R２７

（20４５）

R３２

（２０５０）

R４２

（２０６０）

R５２

（２０７０）

短期 中長期

14 歳以下 純移動率＋0.01５ポイント  ※親となる子育て世代の純移動率の改善に準じる。

１５歳～２４歳 地元定着・回帰促進策、

雇用改善等の施策の効果

純移動率＋0.0６ポイント

子どもの頃からの教育や幸福度の向上による、

地元への愛着度の上昇効果（０．０５ポイント加算）

純移動率＋0.１１ポイント（次頁参照）

２５歳～４９歳 定住促進策・子育て・雇用改善・ライフスタイル等の施策の効果

純移動率＋0.01５ポイント（次頁参照）

５０歳以降 社人研の推計に準じる。

▶図表５０ 純移動率（社会動態）における１５～２４歳の考え方（短期）

出典：2023（令和５）年秋田県の人口、令和６年度市民満足度調査より作成
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▶図表５１ 純移動率（社会動態）における１５～２４歳の考え方（中長期）

出典：高校生の“現在”と“将来”アンケートより作成

▶図表５２ 純移動率（社会動態）における２５～４９歳の考え方

出典：2023（令和５）年秋田県の人口、令和６年度市民満足度調査より作成
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② 推計結果
４つのパターンで推計した結果、令和３２（2050）年時点の人口は、パターン①（社

人研推計）では１9,55３人、パターン②（秋田県人口ビジョン類似）では 22,037 人、

パターン③（改訂前人口ビジョン準拠）では２2,98６人、パターン④（独自推計）では２

1,05７人となった。

■図表５３ 推計結果

なお、改訂前人口ビジョンによる推計では、令和３２（2050）年時点の人口は、

27,27３人となっている。
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（２）人口の将来展望

① 人口の将来展望
様々な推計パターンの結果や少子化対策や地域の活力向上のための施策を推進

することを踏まえ、合計特殊出生率と人口移動が次のとおり変化すると仮定する。

■図表５４ 自然動態（合計特殊出生率）の推計パターンの検討

パターン①
社人研推計に準拠したものであり、総合戦略に基づく取組の

効果が推計に反映されていないことから、採用しない。

パターン②

本市の令和５年の合計特殊出生率が０.9５と、県の数値

（1.10）を大きく下回っている現状にあることから、県に準拠した

推計によることは適切でないと判断し、採用しない。

パターン③
改訂前人口ビジョンの数値を適用したものであるが、パターン

②をさらに上回る数値となっていることから、採用しない。

パターン④

本市の合併以降における実績値まで段階的に回復させていく

ものである。本市の現状の数値を令和３２（2050）年までに１.５

倍以上に上昇させる高い目標であるものの、本市が過去に実際

に達していた水準を目指すものであり、取組の効果が十分に発

現すれば実現可能な目標であると考え、パターン④を採用する。

■図表５５ 社会動態（純移動率）の推計パターンの検討

パターン①
社人研推計に準拠したものであり、総合戦略に基づく取組の

効果が推計に反映されていないことから、採用しない。

パターン②
転入・転出の均衡を図ることは改訂前人口ビジョンにおいても

採用している考え方である。しかし、現実に社会増減が改善され

ていない状況の中では実現可能性に乏しいと思われること、全

年代で一律に均衡を図るという考え方では各施策の効果を適

切に反映できていないことから、採用しない。
パターン③

パターン④

総合戦略に基づく取組が主にターゲットとする年齢層ごとに、

取組の効果が純移動率に及ぼす影響を検討することにより、将

来人口を推計する考え方である。年齢層及び取組の効果の発

現時期を区切って分析することにより、総合戦略による人口減少

対策の効果を将来人口推計に反映しつつ、他パターンと比較し

て的確な推計を行っているものと考えられることから、パターン④

を採用する。
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以上から、パターン④による推計結果を、本市の人口の将来展望として定めることと

する。そして、合計特殊出生率と純移動率が仮定値のとおり改善されることにより、令和

32（2050）年時点における人口が２1,05７人となり、国の推計に準拠したパターン①

と比較して約１,50０人の人口減少が抑制される。

目指すべき将来人口 令和３２（２０５０）年に 21,05７人の維持

■図表５６ 目指すべき将来人口

自然減対策と

社会減対策による

人口の引き上げ

国の推計より

1,50４人増加
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② 年齢４区分別人口
本市の人口の将来展望では、令和３２（2050）年の年少人口は１,29６人となり、国

の推計と比較すると約３７０人の減少が抑制される。また、令和３２（2050）年の生産

年齢人口は８,05０人となり、国の推計と比較すると約１,10０人の減少が抑制される。

一方で、令和３２（2050）年の前期高齢者人口は３,９３８人、後期高齢者人口は７,

７７３人となる。国の推計との差は、前期高齢者人口で２８人、後期高齢者人口は０人と

大きな差はないが、前期高齢者率は１８.７％、後期高齢者率は３６.９％となり、高齢化

率は国の推計と比較すると約４％低くなる。また、国の推計においては、高齢化率は令

和３２（2050）年以降も上昇し続けるが、本市の人口の将来展望においては、令和３２

（2050）年をピークとして、以降減少に転じる見通しとなっている。

■図表５７ 将来の年齢４区分別人口

■図表５８ 目指すべき将来人口と社人研準拠推計の年齢４区分人口の比較（差分）
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（３）人口の将来展望を見据えた取組（湯沢市総合戦略による取組）

本市の人口の将来展望の推計値を達成するためには、特に若者や子育て世代に向

けた人口減少対策の各種取組が効果的に作用することが必要である。そのために、第

３期湯沢市総合戦略においては、取組方針の両輪の１つとして「未来を創る『若者』を

応援するまちづくり」を掲げ、子どもたちや若者たち、子育て世代をターゲットとした取

組に力を入れていくものとする。

しかしながら、シミュレーションを行った各パターンの人口推移からもわかるとおり、

本市の人口が今後大幅に減少していくことはもはや避けられないものといえる。こうし

た状況を踏まえると、今後はたとえ人口が減少したとしても、本市に住む人々が幸せに

暮らせるまちを目指すという視点が重要となる。そこで、第３期湯沢市総合戦略では、

取組方針の両輪のもう１つとして「みんなの『幸せ』に寄り添うまちづくり」を掲げ、市民

の幸福度の実感を高めるための取組を推進していくものとする。

最後に、人口減少対策は非常に息の長い取組である。市民、企業、各種団体、行政

等の全ての関係者が将来展望を共有し、一体となって歩みを進めていくことが重要で

ある。

■図表５９ 第３期湯沢市総合戦略の全体イメージ
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